
 

平成２８年度機構・定員要求の主要事項 

平成２７年８月２８日 

 

１．組織改正要求 

 ①高校生基礎学力定着推進室（仮称）の新設 （初等中等教育局） 

  高等学校教育の質の確保・向上を図るための高等学校基礎学力テスト（仮称）の実

施に向けた体制整備 

②国際企画室の時限措置の撤廃 （高等教育局） 

  高等教育の国際化の更なる推進のための体制整備 

③情報科学技術基盤高度化企画官（仮称）の新設 （研究振興局） 

  サイバーセキュリティ、人工知能、ビッグデータ解析技術の強化に資する基盤技術

開発等のための体制強化 

④火山研究推進企画官（仮称）の新設 （研究開発局） 

   火山研究人材の育成及び火山研究の推進体制の強化  等 

 

２．定員要求 

（１）平成２８年度要求における増員要求と定員合理化数 

○増員要求数    ６２人（うち３人は時限付き定員として要求） 

○減員数     ▲３９人（参考：平成２７年度末定員２，１１５人） 

 

（２）主な要求内容 

  ①教育再生の実行 

   ・幼児教育の質保証に関する研究体制の強化に伴う増  

   ・学校から社会・職業への移行に係る縦断調査の実施体制の整備に伴う増  

   ・フリースクール等で学ぶ子供への支援に係る体制強化に伴う増 

・小中一貫教育制度の創設に伴う制度運用及び振興施策に対応するための体制整備に伴う増 

    

・「デジタル教科書」の導入に向けた体制強化に伴う増 

   ・教員の養成・採用・研修を通じた育成支援体制の整備に伴う増 

・大学入学者選抜の改善強化を行うための実施体制の整備に伴う増 

・ＥＳＤ及びユネスコスクール関係事業への対応強化に伴う増 

  ②科学技術イノベーションに適した環境創出 

・研究活動における不正行為への対応体制強化に伴う増 

・医療機器分野の革新的な研究開発の推進に必要な実施体制の整備に伴う増 

   ・気候変動適応に関する研究開発の推進体制の強化に伴う増 

   ・海洋生物資源等に関する国際対応体制の強化に伴う増 

  ③文化芸術立国の実現 

・ユネスコ無形文化遺産推薦業務の膨大化による体制強化に伴う増 

・日本遺産の認定・支援・活用に関する業務増大による体制整備に伴う増 

  ④復興・防災の推進 

   ・災害に強い公立学校を推進する施設助成体制の強化に伴う増 

 等 
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